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工場向けEMS
（エネルギーマネジメントシステム）

【分かる化】 省エネ分析支援システム

【最適化】 エネルギー最適運用システム
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エネルギー利用効率の最大化

生産データ・設備稼働データ・エネルギー消費データとを合わせた統合的な管理・分析

→ 今まで気が付かなかったエネルギーロスの発見

不必要に稼働している設備を特定 「生産待機中なのに動いている」 など

必要以上にエネルギーを消費している設備を特定 「常に一定の出力で動いている」 など

エネルギー原単位改善活動の継続的実施を支援

エネルギー消費原単位の状況を日々管理・見える化 ＆ 悪化したら要因分析

→ 分析業務負荷の軽減 ・ 対策結果の情報共有 ・ 高効率状態の維持活動

生産効率を維持した上でエネルギー消費を抑えることが重要

使わない省エネではなく、エネルギー利用効率の改善

EMSの狙い・導入メリット
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「日常的，継続的に改善を進めるためのエネルギーマネジメント基盤の整備」を

テーマに、「見える化」「分かる化」「最適化」の３つのステップでFEMSを実現！

STEP

3
最適化
エネルギー最適運用
※最適運用・管理，最適設備投資

① 省エネ機器・制御技術によるエネルギー
コストの更なる低減

② エネルギー消費モデルに基づいた最適供給
制御の実現

③ 発電・蓄電デバイス活用によるエネルギー
負荷平準化

STEP

2
分かる化
エネルギーマネジメント
※対策ポイントの抽出と効果分析

① 省エネ分析支援環境整備による改善
ポイントの顕在化とムダ取りの推進

② 日常的な改善サイクルの定着化

③ データ蓄積により、エネルギー消費傾向
のモデル化

STEP

1
見える化
エネルギー使用状況把握
※今を知りすぐに出来る対策の実施

① 主要ポイントのエネルギー計測による
状況把握

② 既知の実行可能な省エネ対策の展開

省エネ課題の見える化

工場EMSの導入ステップと実現内容



© Fuji Electric Co., Ltd. 4

【分かる化】 省エネ分析支援システム
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 当社のEMSは、製造管理由来の分析パッケージがベースとなっています。
エネルギー情報と製造管理情報の統合データ分析環境を実現可能です。

 分析活動のPDCAを回すことで3～5%の省エネ効果(最大で27%の実績)を見込めます。

製造・稼動・
品質情報

エネルギー
情報

製造情報システム

ライン制御システム

品質検査システム

ユーティリティ監視システム

FiTSA

計測機器

製造管理ソリューション：ＭａｉｎＧＡＴＥ－ＰＲＯＣＥＳＳ

生産計画

製造計画

作業指示

【製造スケジューラ】

MainGATE/Scheduling

【製造指図展開】

MainGATE/PO

【統合マスタ管理】

MainGATE/IM

【製造実行管理】

MainGATE/PO

進捗情報

MainGATE/PPA

【実績分析】

• 製造実績/品質履歴管理
• 保全実績管理

• エネルギー管理

マスタ情報イベント通知

EMSの概念図（製造データ連携）
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エネルギー原単位管理 + 消費エネルギー分析MainGATE：エネルギー分析管理機能

MainGATE：エネルギー分析管理機能（メンテナンス機能）

分析したい対象データ，表示したいグラフ種類，
表示期間， 集計単位の選択により多様なパターン
（目的）に沿ったデータが 閲覧ができます。

設定したパターンを一度登録しておくと，何度でも
再利用できます。

標準のWebテンプレートと，任意に登録可能な
EXCELフォーマットでのデータ出力が可能，WEB画
面では行いきれない高度なグラフへも拡張可能。

エネルギー分析管理機能/エネルギー原単位分析管理
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2016年度：運用アプローチ【ソリューション特許化】
～出願番号：特願2017-050950～

※日常管理の効率化

【従来の当社EMS】 【EMSの高度化】

モニタリング

分析管理
※統合DB、分析テンプレートの提供

省エネ課題抽出／分析管理
※スポット省エネ診断、日常の分析管理業務

部分最適化・個別対策
【省エネ達成】
※対策商材導入、制御改善・運用見直し

全体最適化
（マクロの最適化）

モニタリング

課題抽出・管理
⇒【自動診断】⇒【運用管理強化】
※分析テンプレートの提供、AI、IoT技術の活用

全体最適化
（マクロの最適化）

データ収集 データ収集

部分最適化：個別対策
【省エネ達成】
※対策商材導入、制御改善

日々の運用
効率改善

【運用改善】

ISO50006
管理フレームの
適用

最適化

分かる化

見える化

IoT技術
活用

※課題抽出の自動化

AI技術
活用

「人」に依存する分析・省エネ課題抽出の自動化を進め、EMSの高度化を実現

現行エネルギーマネジメントシステム（モニタリング、分析テンプレート）運用は、エンドユーザの力量によるところが大きい。

国際規格ISO50006の管理フレームをもとに活動定着化、省力化（自動診断からの運用パターン展開）を目指す

EMS分析高度化への取り組み
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EMU管理
※エリア、系統
建屋、設備、他

入力 出力

影響要因

（関連変数）

例：
稼働率
歩留まり率
外気温
…etc

エネルギー管理ユニット：EMU

例：
A生産ライン
消費電力量

例：
A生産ライン
生産数量

エネルギー原単位に関する

入出力関係と

それに影響を与えると思われる

データを関連変数として

一緒のユニットで管理

エネルギー効率の管理ユニット
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出口温度
X℃以下

外気温度
X℃以下

冷水流量
XM3以上

効率悪
Gr

効率良
Gr

ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
スA

I

診
断

青：効率良Gr

赤：効率悪Gr

エネルギー効率管理（効率監視機能） 決定木による要因検知

入
力
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
）

出力（生産実績）

冷却水温度
X℃以下

２つの効率データグループの差異要因をAI分析技術を用いて自動的に判別します。

AI分析技術による効率悪化要因の自動分析

関連変数の中から効率差異への影響度が高い
ものを自動判別、
さらに効率悪化となる境界値を計算
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目標ベースライン

ベースライン

アラートライン

関連変数の中で
差異への影響度が強い順に

ランキング表示

エネルギー原単位悪化の
要因候補の絞り込み

効率改善支援機能／効率悪化要因の自動分析
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【最適化】 エネルギー最適運用システム

エネルギー需要予測 ＆ 需給制御
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最適運用システム

負荷予測機能

プラントシミュレータ

最適運転計画
生成機能

15 1812963 21 24 時

電気負荷

15 1812963 21 24 時

冷水流量

15 1812963 21 24 時

発電出力

15 1812963 21 24 時

受電電力

 

ｶﾞｽ 

ﾀｰﾋﾞﾝ 

排ｶﾞｽ

ﾎﾞｲﾗ 

ｽﾁｰﾑ 

ﾀｰﾋﾞﾝ 

抽気 

吸収式 

冷凍機 
ﾎﾞｲﾗ 燃料 

燃料 
蓄熱槽 熱(空調) 

負荷  

蒸気負荷 

電気負荷 

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 空気負荷 電力購入 

入 力 出 力

装置稼動
計画の入力
（例）

気象予報
データ
（例）

プラント
運用条件
（例）

プラント設備の
特性データ
（例）

装置A

装置B

装置C

：　

5/18

0・・・・・12・・・・・23

5/17

0・・・・・12・・・・・23

5/16

0・・・・・12・・・・・23

装置A

装置B

装置C

：　

5/18

0・・・・・12・・・・・23

5/17

0・・・・・12・・・・・23

5/16

0・・・・・12・・・・・23

15 1812963 21 24 時

気温

15 1812963 21 24 時

湿度

ボイラ，冷凍機等機器の使用可／不可
必ず考慮する必要のある使用優先順位
その他

入出力特性
上下限制約
その他 燃料

出力

電気・蒸気負荷予測値

運転計画値

その他の
プラント状態量

エネルギープラント

エネルギー需給の最適化の概念図（電気＋熱）
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工場や大規模施設などに電力・熱・蒸気を供給するエネルギーユーティリティプラント（発電・熱源などの動力設備）を対象としている

電気・熱を供給するユーティリティ設備の運転計画を最適に立案し、トータルのエネルギーコストや

CO2排出量の削減を実現

 コストの高い設備運転比率の低減

 蓄熱槽の効率運用（過剰蓄熱の回避／自然損失の減少）

 電力負荷に応じた託送電力の最適決定 など

従来の運用より、約５～７％の省エネ効果を実現。

省コスト効果を
もたらす要因

効

果

代表的な設備構成

エネルギー需給制御（FeTOP）による工場全体最適制御事例




